
別 紙 

 

令和６年度 地域内フィーダー系統に係る地域公共交通確保維持事業の詳細 

 

市町村名： 三川町   

 
○地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金に関する事項 

（地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱第 17条第 2項第 1号～第 4号関係） 

１．地域公共交通確保維持事業の内容及び実施主体に関する詳細 
○山形県地域公共交通計画＜施策・事業３－２－１＞地域内交通ネットワークについて、市

内関係者及び隣接地域の意見を踏まえた改善や見直しの検討等を定期的に行う。 

・地域公共交通会議等における、町内交通ネットワークの課題に関する年１回程度の定期

的な協議・検証、及び、系統・便数・運行ダイヤ等の見直し・改善（三川町） 

 ○山形県地域公共交通計画＜施策・事業１－１－１＞＜１－２－１＞によって整備・運用さ

れている山形県地域公共交通情報共有基盤に対し、GTFS-JP 等のデータを適時適切に提供

する。（事業者） 

・GTFS-JP（GTFS-RT）の検討（三川町） 

 ○山形県地域公共交通計画の＜施策・事業３－１－１＞に基づき、特に本事業の対象路線・

サービスが接続する地域間交通ネットワークの維持・強化を図る。（三川町） 

  ・地域公共交通計画の＜施策・事業２－１－１＞によって導入される交通系ＩＣカードに

ついて、市民や来訪者への普及啓発（事業者、三川町） 

・本事業対象路線・サービスに対して交通系ＩＣカードの導入の検討（三川町、事業者） 

 ○その他、公共交通サービスの利用促進や改善のための事業を実施する。 

２．運行系統の概要及び運送予定者 

 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表１」を作成し添付 

 

３．運行系統の利用者の数、収支、費用に係る国又は地方公共団体の支出の額その

他の定量的な目標・効果及びその評価手法・測定方法 

○山形県地域公共交通計画 大目標 数値目標２の三川町相当分の達成 

・県全体目標値（目標年度 R7年度末） 

ＲＥＳＡＳの移動実態数値（本県への来訪者数等）：県外 60,000人、県内 70,000人 

・三川町目標値（目標年度 R7年度末） 

県外 943人、県内 3,770人 

○山形県地域公共交通計画 中目標（３）数値目標３の三川町相当分の達成 

・県全体目標値（目標年度 R7年度末） 

市町村総合交付金対象路線・サービス（本計画対象系統を含む地域内交通ネットワーク

全体）の人口あたりの乗車人員：2.50回／人 

・三川町の目標値（目標年度 R7年度末） 

3.54回／人（直近年度の実績 2,014人） 

○山形県地域公共交通計画 中目標（３）数値目標４の三川町相当分の達成 

・県全体目標値（目標年度 R7年度末） 

市町村の移動サービスに対する負担額 

地域鉄道  ：7,203万 6千円（直近年度の実績 5,602万 8千円） 

路線バス  ：4億 6,000万円（直近年度の実績 5億 926万 7千円） 

 コミュニティバス：4億 4,000万円（直近年度の実績 4億 9,030万 1千円） 

 デマンド交通：1億 5,000万円（直近年度の実績 1億 9,722万 8千円） 

 タクシー  ：1億円    （直近年度の実績 0円） 

・三川町目標値（目標年度 R7年度末） 

デマンド交通：4,982,384円（直近年度の実績 4,982,384円） 
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○上記目標を達成するための細目標の達成（年次目標） 

   デマンド交通への三川町負担額 4,982,384円（直近年度の実績 4,982,384円） 

   デマンド交通利用者数（直近年度の実績 2,014人） 

   デマンド交通収支率（直近年度の実績 12.1%） 

 ○事業の効果 

  ・上記路線を維持することにより、町内の高齢者等の日常生活に必要不可欠な移動手段が

確保される。また、幹線・支線のネットワークが連携することで、効率的な運行体系が

実現できる。さらには、外出促進・地域活性化にもつながる。 

○上記目標・細目標の評価手法・測定方法 

 

・上記目標・細目標の年度毎の達成状況について、最新のＲＥＳＡＳの数値や事業者等から提

出された利用者数・収支率の実績を基に、三川町公共交通会議や山形県地域公共交通活性化協 

議会において評価・検討を行う。 

４．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 
地域公共交通確保維持事業によって運行の維持を図るデマンド交通路線について、その運行に

係る費用総額 4,982,384 円のうち、三川町から運行事業者への委託料については、国庫補助

金を委託料から差し引いた差額分を負担することとしている。 

三川町デマンド型交通への上記三川町の委託料も含めた「別紙（山形県市町村総合交付金申請

予定事業一覧）」に記載された交通サービスに対する三川町の負担については、山形県市町村総

合交付金交付要綱に基づき、一定額を県が負担する。 

 

○車両減価償却費等国庫補助金に関する事項 

（地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱第 21条第 1号～第 4号関係） 

５．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

６．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

該当なし 

（２）事業の効果 

該当なし 

７．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者【車両減価償却費等国庫補

助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

８．車両の取得に要する費用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫

補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

 

○その他申請に関する事項 

９．協議会の開催状況と主な議論 

○ 山形県地域公共交通活性化協議会 

＜令和 4年度＞ 

・令和 4年 6月 27日（第 1回）：地域公共交通計画の修正等についての議論案の議論 

・令和 4年 9月 21日（第２回）：地域間幹線系統の協議運賃についての議論（書面協議） 

 （日付けは書面協議成立時） 
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・令和 5年 1月 27日（第３回）：令和４年度地域公共交通確保維持事業に関する事業 

評価についての議論 

・令和 5年 3月 30日（第 4回）：山形県地域公共交通計画の変更について（書面協議） 

 （日付けは書面協議成立時） 

 

＜令和 5年度＞ 

・令和 5年 6月 28日（第 1回）：山形県地域公共交通計画の変更等について 

 

○ 山形県地域公共交通活性化協議会（地域別部会） 

＜令和 4年度＞ 

・令和 4年 7月 19日：地域間幹線系統及び地域内フィーダー系統に係る地域公共交通 

（日付は書面協議成立時）            確保維持事業の詳細の変更について 

  

・令和 4年 8月 30日：地域内フィーダー系統に係る地域公共交通確保維持事業の 

（日付は書面協議成立時）                                     詳細の変更について 

・令和 4年 12月 23日：地域間幹線系統及び地域内フィーダー系統に係る地域公共交通 

（日付は書面協議成立時）                       確保維持事業の詳細の変更について 

 

１０．利用者等の意見の反映状況 

山形県地域公共交通活性化協議会及びその地域別部会については、原則すべての資料及び議事

が協議会事務局（山形県）により三川町民も含めた県民全てに公開され、議事やその他地域公

共交通に関する意見の提供ができる状況にあり、提供された意見については、施策の反映につ

なげている。 

１１．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱「表５」を作成し添付 

 

１２．乗用タクシーの運賃低廉化措置を行う地域の概要 

【乗用タクシーの運賃低廉化措置を行う場合のみ】 

（１）過去に乗合旅客の運送を行っていた乗合バス事業等 
該当なし 

（２）交通手段の検討状況 
該当なし 

 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）三川町大字横横山字西田 85       

（所 属）企画調整課企画調整係                 

（氏 名）須藤 崇仁                 

（電 話）0235-35-7013                 

（e-mail）kikakuinfo@town.yamagata-mikawa.lg.jp      
 



表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統） R6年度

起点 経由地 終点 運行態様の別
基準ハで該
当する要件
（別表７・９）

補助対象地域間幹
線系統等と接続の
確保

基準ホで該
当する要件
（別表７のみ）

（注）

１．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名等」に運賃低廉化を行う運行サービスの名称を記載すること。

２．区域運行又は乗用タクシーによる運行の場合は、運行系統の「経由地」に営業区域又は運賃低廉化対象地域を記載することとし、「起点」、「終点」及び「系統キロ程」について記載を要しない。

３．「系統キロ程」については、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで記載すること。なお、循環系統の場合には、往又は復のどちらかの欄にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載すること。

４．「利便増進特例措置」及び「運送継続特例措置」については、利便増進計画又は運送継続計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表９又は別表１０）を受けて補助対象となる場合のみ「○」を記載すること。

５．「運行態様の別」については、路線定期運行、路線不定期運行、区域運行、乗用タクシーによる運行の別を記載すること。

６．「補助対象地域間幹線系統等と接続の確保」については、地域内フィーダー系統が接続する補助対象地域間幹線系統又は地域間交通ネットワークとどのように接続を確保するかについて記載すること。

７．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名」「利便増進特例措置」について記載を要しない。

８．本表に記載する運行予定系統を示した地図及び運行ダイヤを添付すること。乗用タクシーによる運行の場合は、営業区域を示した地図を添付すること。
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1,359 区域運行 ①
イオンモール三川等で
補助対象地域間幹線系
統鶴岡酒田線と接続

三川 町内 三川
往　11　　ｋｍ
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地域内フィーダー系統の基準適合
（別表７・別表９・別表１０）

三川町

庄交ハイヤー㈱ (1) 三川町内デマンド

市区町村名 運送予定者名
運行系統名等
（申請番号）

運行系統

系統
キロ程

③
復　11　　ｋｍ

(2)



表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統） R7年度

起点 経由地 終点 運行態様の別
基準ハで該
当する要件
（別表７・９）

補助対象地域間幹
線系統等と接続の
確保

基準ホで該
当する要件
（別表７のみ）

（注）

１．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名等」に運賃低廉化を行う運行サービスの名称を記載すること。

２．区域運行又は乗用タクシーによる運行の場合は、運行系統の「経由地」に営業区域又は運賃低廉化対象地域を記載することとし、「起点」、「終点」及び「系統キロ程」について記載を要しない。

３．「系統キロ程」については、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで記載すること。なお、循環系統の場合には、往又は復のどちらかの欄にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載すること。

４．「利便増進特例措置」及び「運送継続特例措置」については、利便増進計画又は運送継続計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表９又は別表１０）を受けて補助対象となる場合のみ「○」を記載すること。

５．「運行態様の別」については、路線定期運行、路線不定期運行、区域運行、乗用タクシーによる運行の別を記載すること。

６．「補助対象地域間幹線系統等と接続の確保」については、地域内フィーダー系統が接続する補助対象地域間幹線系統又は地域間交通ネットワークとどのように接続を確保するかについて記載すること。

７．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名」「利便増進特例措置」について記載を要しない。

８．本表に記載する運行予定系統を示した地図及び運行ダイヤを添付すること。乗用タクシーによる運行の場合は、営業区域を示した地図を添付すること。
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1,356 区域運行 ①
イオンモール三川等で
補助対象地域間幹線系
統鶴岡酒田線と接続

三川 町内 三川
往　11　　ｋｍ
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地域内フィーダー系統の基準適合
（別表７・別表９・別表１０）

三川町

庄交ハイヤー㈱ (1) 三川町内デマンド

市区町村名 運送予定者名
運行系統名等
（申請番号）

運行系統

系統
キロ程

③
復　11　　ｋｍ

(2)



表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統） R8年度

起点 経由地 終点 運行態様の別
基準ハで該
当する要件
（別表７・９）

補助対象地域間幹
線系統等と接続の
確保

基準ホで該
当する要件
（別表７のみ）

（注）

１．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名等」に運賃低廉化を行う運行サービスの名称を記載すること。

２．区域運行又は乗用タクシーによる運行の場合は、運行系統の「経由地」に営業区域又は運賃低廉化対象地域を記載することとし、「起点」、「終点」及び「系統キロ程」について記載を要しない。

３．「系統キロ程」については、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで記載すること。なお、循環系統の場合には、往又は復のどちらかの欄にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載すること。

４．「利便増進特例措置」及び「運送継続特例措置」については、利便増進計画又は運送継続計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表９又は別表１０）を受けて補助対象となる場合のみ「○」を記載すること。

５．「運行態様の別」については、路線定期運行、路線不定期運行、区域運行、乗用タクシーによる運行の別を記載すること。

６．「補助対象地域間幹線系統等と接続の確保」については、地域内フィーダー系統が接続する補助対象地域間幹線系統又は地域間交通ネットワークとどのように接続を確保するかについて記載すること。

７．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名」「利便増進特例措置」について記載を要しない。

８．本表に記載する運行予定系統を示した地図及び運行ダイヤを添付すること。乗用タクシーによる運行の場合は、営業区域を示した地図を添付すること。
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1,351 区域運行 ①
イオンモール三川等で
補助対象地域間幹線系
統鶴岡酒田線と接続

三川 町内 三川
往　11　　ｋｍ
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置

運
送
継
続
特
例
措
置

地域内フィーダー系統の基準適合
（別表７・別表９・別表１０）

三川町

庄交ハイヤー㈱ (1) 三川町内デマンド

市区町村名 運送予定者名
運行系統名等
（申請番号）

運行系統

系統
キロ程

③
復　11　　ｋｍ

(2)



表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

（単位：人）

　交通不便地域等の内訳

（１）記載要領

１．

２．

３．

４．

５．

６．

（２）添付書類
１． 「人口集中地区以外の地区」及び「交通不便地域等」の区分が分かる地図を添付すること。

（ただし、全域が交通不便地域等となる場合には省略可）

「交通不便地域等」の欄は、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（以
下、「交付要綱」という。）の別表７（ハ②（１））に記載のある過疎地域の人口、交付要
綱別表７（ハ②（２）（実施要領の２．（１）⑪））に基づき地方運輸局長等が指定する交通
不便地域の人口及び交付要綱別表７リに基づき地方運輸局長等が認める地域の合計
（重複する場合を除く）を記載すること。

「対象地区」の欄には、当該市町村の一部が交付要綱別表７（ハ②（１））に掲げる法律
（根拠法）に基づき地域指定されている場合に、根拠法ごとに当該区域の旧市町村名
等を記載すること。また、地方運輸局長等が指定する交通不便地域等が存在する場
合には、該当する区域名を記載すること。

「根拠法」の欄は、交通不便地域を地方運輸局長等が指定した場合は、「局長指定」と
記載すること。また、乗用タクシー以外での輸送が著しく困難であるものとして地方運
輸局長等が認めた場合は、「局長指定（乗用）」と記載すること。

「特例適用開始年度」の欄は、地域公共交通利便増進実施計画又は地域旅客運送
サービス継続実施計画を策定し、特例を適用する場合に記載すること。

人口は最新の国勢調査結果を基に記載すること。ただし、地方運輸局長等が指定する
交通不便地域の場合は、申請する年度の前年度の３月末現在の住民基本台帳を基に
記載すること。

「人口集中地区以外」の欄は、国勢調査結果により設定された人口集中地区に該当し
ない地区の人口を記載すること。

　地域公共交通計画、地域公共交通利便増進実施計画、地域旅客運送サービス継続実施計画の策定
年月日及び
特例適用開始年度

計画名 策定年月日 特例適用開始年度

山形県地域公共交通計画 令和３年３月

交通不便地域等

人　口 対象地区 根拠法

市区町村名 三川町

人　口

人口集中地区以外 7,601



 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

車が無くてもこれで安心！ 

デマンドタクシー 
でんでん号 

デマンドタクシーは乗合タクシー制で、町内３００円で利用できます。 

町内の移動に便利なタクシーですので、是非ご利用ください。 

（利用には三川町役場にて事前登録が必要です） 
①満６５歳以上の方 ②車や運転免許をお持ちでない方 利用対象 

運行範囲 三川町内のみ 料 金 １回３００円 

運行時間 

乗り合い 
タクシー  

予約するときは必ず 

「デマンドタクシー」と 

一言伝えてね！ 

庄交ハイヤー㈱に直接予約します。 

電話２２－００５５ 

予 約 問合せ・利用登録先 

役場企画調整課 

電話３５－７０１３ 

202005 



 

 

 

デマンドタクシーでんでん号をご利用するにあた

って、事前に登録が必要です。登録できる方は、町

内にお住まいの次のどちらかに該当する方です。 

① 満６５歳以上の方 

② 車や運転免許をお持ちでない方 

 役場企画調整課（☎３５－７０１３）で利用登録を

受付けしています。登録をするにあたり、移動手段

がないなど、役場に来ることが困難な方は、一度電

話でご相談ください。 

 

乗車料金は、距離に関係なく、1回 300円です。

降車の際に、タクシー運転手にお支払ください。 

※小学校に就学前のお子様については、登録者に同

乗する場合に限り、登録をしなくても、無料でご利

用いただけます。ご予約の際に、その旨をお伝えく

ださい。 

※通院などで介添えが必要な方も、登録することな

く利用できますが、その場合は乗車料金 300円

をいただきます。ご予約の際に、その旨お伝えくだ

さい。 

 

デマンドタクシーでんでん号のご利用にあたっては、バス停で

待つ必要はありません。 

ご自宅まで迎えに行き、町内の目的地まで送迎いたします。あ

らかじめ決まった運行時間に合わせていただければ、帰りも同

様にご利用できます。 

ただし、デマンドタクシーでんでん号は、乗合になりますので、

他のお客さまと同乗し、それぞれの目的地まで送迎することに

なります。 

別のお客さまを乗せ、別々の目的地までお送りするため、運

行時間ぴったりにお迎えすることができない場合があります。

時間には余裕をもってご利用ください。 

 

運行範囲：三川町内 

運行時間：午前９時･１０時･１１時・ 

正午・午後２時･４時･５時 

運 休 日：祝日・お盆(8/13～16)、 

年末年始(12/29～1/4） 

 

運行業者である庄交ハイヤー(株)に、次の事項を連絡の上、ご予約ください。 

①氏名及び登録番号  ②運行希望日・希望時間  ③目的地 

ご予約は利用希望日の２週間前から前日までにお願いします。午前９時・１０時の便を除き、利用を希望す

る便の２時間前まで予約できます。ただし、午前１１時の便は利用希望日の午前９時３０分までとなります。 

予約の取り消しは、遅くとも予約便の２時間前までお願いします。 

取り消しが遅いとキャンセル料が発生しますのでご注意ください。 

 

 

帰りの 

予約も 

忘れずに 
 

ご予約の際は 

「デマンドタクシー」 

と言ってね 

ゆとりある時間の便で予約をし、 

ゆとりを持ってお待ち願います 
お問合せ先：三川町役場企画調整課企画調整係 ☎３５－７０１３ 

利用の予約先：庄交ハイヤー（株）        ☎２２－００５５ 



 


